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大分県広域防災ポータルサイト 
導入検討状況 



現状の課題 

課題解決に向けた取り組み 

まず、県庁内において、関係機関による課題の共有が必要 

災害における情報収集及び情報共有の課題 

・複数箇所の災害に対して、迅速な情報把握が難しい。 
・一元的な情報共有がなされていないため、確認作業が煩雑。 

防災情報共有化促進会議（防災情報共有化促進ワーキンググループ） 

事務局 防災危機管理課（防災対策全般、消防担当） 

・各部局主管課及び担当課 
・情報政策課（システム、情報通信基盤担当として参加） 

構成員（各部主管課）  

県庁内ワーキンググループの立ち上げ 
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これまでの検討状況 

GISを活用した災害情報の共有について 
・平成２１年９月 
  県内各市町村へ説明 
 
・平成２１年１１月 
  防災関係課と検討会を開催（広域防災ポータルサイトの活用を検討） 
   防災危機管理課、建設政策課、河川課、砂防課、道路整備促進室、 
   森林保全課、地域福祉推進室、情報政策課 
 
・平成２２年５月 
  防災情報共有化会議 
 
・平成２２年６月 
  防災情報共有化促進WG 
 
・平成２２年６月～３月 
  各課個別協議（災害・被害情報の報告様式のとりまとめ） 
 
・平成２２年１１月 
  第１回電子県庁推進本部会議、部長会議にて検討状況の報告 
  （知事から関係部局長に対し、災害時の活用について指示された）  
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検討項目 

【前提】 「災害時における住民の避難誘導・救出活動を迅速化する」 
      → 市町村職員の災害状況の報告対応を軽減 
 
１．情報の効率的な収集を行うために、各所属における必要な情報と優先度 
 

２．直感的に状況把握が可能なGIS（地理空間情報）を活用した情報収集システム 
 

①災害関係課における災害情報収集フローの確認 
 
②既存システムの効果的活用（構築費用の節減） 
 

→ （社）九州テレコム振興センターが構築済の「九州広域防災ポータルサイト」に
ついて、23年度導入に向けた機能検証 

検討方法 

4 これまでの検討状況 



情報収集フロー図 

　災害・被害情報の収集・伝達フロー図
○人的・住家被害、その他被害全般

TEL TEL,FAX FAX

TEL TEL,FAX FAX
システム

TEL TEL,FAX FAX

TEL

発
見
者

（
住
民
等

）

警察

県
防
災
セ
ン
タ
ー

国（消防庁、九地整、気象台等）

防災関係機関（日赤、県社協等）
消防

報道機関
県振興局

県土木事務所

市
町
村

　農林水産部及び土木建築部所管情報の収集・伝達フロー図
○農林水産部所管情報（農道被害、林道被害、土砂被害、農林水産業被害、交通被害（港）、その他所管施設被害）
○土木建築部所管情報（県管理道路被害、港湾道路、土砂被害、公共土木施設被害、交通被害（港）、その他所管施設被害）
※上記被害に伴う人的被害は、当該振興局・土木事務所で入力する。

TEL FAX
TEL,FAX

システム FAX
TEL TEL,FAX

FAX

TEL TEL,FAX

TEL システム FAX

県
振
興
局

県
土
木
事
務
所

県防災センター

農林水産部本課
土木建築部本課

発
見
者

（
住
民
等

）

国（九地整、林野庁等）

防災関係機関（日赤、県社協等）

消防

報道機関

国（消防庁、九地整、気象台等）

市町村

警察
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検討結果 ① 

◇ 防災危機管理課（災害の全体把握） 

  ・消防庁への報告様式の取込 → 消防庁への報告が効率化 

  ・電子データによる出力 → 被災状況の集計・分析が迅速化 

 

◇ 道路整備促進室（道路災害状況報告書、道路規制情報） 

  ・道路課への報告様式の取込 → 被災状況の集計・分析が迅速化、九州地方整備局への報告が効率化 

  ・道路規制システムとのデータ連携 → 迅速な情報提供と職員の負担軽減 

 

◇ 森林保全課（山地災害状況） 

  ・既存システムを補完するための速報収集 → 災害対応の迅速化  

  ・過去の災害データを提供 → 住民の防災意識の啓発 

 

◇ 林務管理課（林道施設被害） 

  ・林務管理課への報告様式の取込 → 被災状況の集計・分析が迅速化、林野庁への報告が効率化 

 

◇ 砂防課（災害報告） 

  ・砂防課への報告様式の取込 → 被災状況の集計・分析が迅速化、九州地方整備局への報告が効率化 

  ・危険箇所地域の情報提供 → 住民の防災意識の啓発 
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◇ 港湾課（被災速報、災害速報） 

  ・港湾課への報告様式の取込 → 被災状況の集計・分析が迅速化、九州地方整備局への報告が効率化 

 

◇ 漁港漁村整備課（漁港施設の被害情報把握） 

  ・災害時の被害情報収集 → 被災状況の集計・分析が迅速化、水産庁への報告が効率化 

 

◇ 商工労働企画課（災害速報、被害速報） 

  ・既存報告様式を活用した上で補完的にシステムを利用 → 商工業施設の被災状況の把握  

 

◇ 福祉保健企画課（福祉保健施設の把握） 

  ・県内の福祉保健施設を登録 → ハザードマップと連携し迅速な避難・誘導体制の確立 

    （福祉保健施設：老人保健施設、児童福祉施設、障害者支援施設、保育所） 

検討結果 ② 7 



全体把握 

全県状況 

個別状況 
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災害発生状況 9 



個別情報 10 



関係機関報告様式（消防庁報告様式） 11 



関係機関報告様式 九地整報告様式 12 



運用開始までのスケジュール 

項目 
Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 

～１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月以降 

マニュアル・ 
運用基準作成 

（※１） 

操作研修 
及び訓練 
（※２） 

運用 
（※３） 

操作研修 
（県・市町村） 

マニュアル・運用基準
（暫定版）の策定 

本格運用 試行運用 

※１）マニュアルと運用基準は、関係課等と協議しながら策定した暫定版を、操作研修や訓練等を通して課題等を整理し、正式に確定させる。 
※２）操作研修は、県と市町村に分けて複数回行っていく予定。（県と市町村では使用する機能、運用方法が異なるため） 
    訓練は、簡易的な被害想定（シナリオ）に沿った入力訓練を今年度中に行い、来年度に本格的な訓練（情報伝達訓練）を実施する。 
    なお、訓練説明は操作研修と併せて実施する。 
※３）簡易入力訓練実施後に、システム運用（試行運用）を開始する。試行運用期間中に課題等を整理し、来年度の情報伝達訓練後に 
  全体会議（ＷＧ会議の場合もある）を開催し、承認後、本格運用の開始とする。（システム運用開始後は災害時も防災GISを利用する。） 

H24.1.18 

ＷＧ開催（暫定版の承認） 

簡易入力訓練実施 情報伝達訓練実施 

マニュアル・運用基準の策定（暫定版の適宜修正） 

全体会議開催（本格運用の承認） 

関係課等と適宜協議 

課題等の整理を実施 

 本格運用開始後は、関係課や市町村等とポータルサイトの構築及び一般公開へ向けての協議・検討を行っていく。 
 また、追加機能や利用改善等についての協議・検討も行っていく。 

操作研修 
（県・市町村） 

関係課や市町村と適宜協議 
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